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平成２９年度第三セクター等の状況に関する調査結果の概要 

平成３１年３月２８日  

熊本県総務部市町村・税務局市町村課  

１ 調査の目的 

地方公共団体が出資（「出えん」を含む。）を行っている下記の調査対象法人について、その出資、

経営等の状況を把握することを目的として総務省が実施している調査です。 

ここでは、本調査を基に、熊本県内の市町村が出資を行っている法人の経営状況等を公表します。 

 

２ 調査対象法人 

（１） 第三セクター 

① 地方公共団体が出資又は出えん（以下「出資」という。）を行っている一般社団法人及び 

一般財団法人（公益社団法人・公益財団法人を含む。）及び特例民法法人（以下「社団法人・ 

財団法人」という。）並びに会社法法人 

（２） 地方住宅供給公社、地方道路公社及び土地開発公社（以下「地方三公社」という。） 

（３） 地方独立行政法人 

 

３ 調査時点 

平成３０年３月３１日現在 

 

４ 留意事項 

（１） 「Ⅱ第三セクター等の経営状況」については、以下の法人が対象です。 

   なお、同一法人に対し複数の地方公共団体が出資している場合は、出資額が最も大きい地方

公共団体が報告団体となります。（出資額が同額の場合は、設立運営に最も関与している地方

公共団体が報告団体となります。） 

① 地方公共団体の出資割合が 25％以上の社団法人・財団法人及び会社法法人（複数の地方公

共団体の出資割合の合計が 25％以上の法人を含む。） 

② 出資割合が 25％未満であるものの、地方公共団体から財政的支援（補助金、貸付金及び損

失補償）を受けている社団法人・財団法人及び会社法法人 

③ 地方三公社 

④ 地方独立行政法人 

（２） 「Ⅲ第三セクター等について地方公共団体が有する財政的リスクの状況」については以下 

の法人が対象です。 

 ① 地方公共団体が損失補償等（損失補償・債務保証・長期貸付・短期貸付）を行っている社

団・財団法人及び会社法人並びに地方三公社。 

 ② 債務超過法人のうち、地方公共団体の出資割合が２５％以上の社団・財団法人及び会社法

人並びに地方三公社。 
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Ⅰ 第三セクター等の概況  

 １ 第三セクター等の数 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 法人数の推移（平成２３度から平成２９年度まで） 

 

 

 

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

 第三セクター計 108 107 107 102 103 100 103

 社団法人・財団法人 27 26 27 26 27 25 25

 会社法法人 81 81 80 76 76 75 77

 地方独立行政法人 0 0 0 0 0 0 1

 地方三公社 12 10 10 9 8 8 7

120 117 117 111 111 108 110合計

① 第三セクター等の数は１１０法人（社団法人・財団法人２５法人、会社法法人７７法人、

地方独立行政法人１法人、地方三公社７法人）であり、平成２８年度に比べ会社法法人が２

法人増加、地方独立行政法人が１法人増加、地方三公社１法人減少しています。 

② 異動状況は、新規法人が３法人であり、清算完了により廃止となった法人が１法人ありま

す。 

 （新規） 

   ・大津町：ネットワーク大津 

・小国町：ネイチャーエナジー小国 

   ・くまもと県北病院機構設立組合：くまもと県北病院機構 

（廃止） 

・阿蘇市：阿蘇市土地開発公社 
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２ 第三セクター等の業務分野 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※構成比は、小数点第 2位を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。 

 

 

◆法人数(業務分野別)

地域・都市開発 5 4.9% 5 6.5% 7 100.0% △ 1 12 10.9% △ 1

住宅・都市サービス

観光・レジャー 26 25.2% △ 1 2 8.0% △ 1 24 31.2% 26 23.6% △ 1

農林水産 24 23.3% 2 8.0% △ 1 22 28.6% 1 24 21.8%

商工 13 12.6% 2 8.0% 11 14.3% 13 11.8%

社会福祉・保健医療 3 2.9% 1 2 8.0% 1 100.0% 1 3 2.7% 1

生活衛生 1 1.0% △ 2 1 4.0% △ 1 △ 1 1 0.9% △ 2

運輸・道路 4 3.9% 1 4.0% 3 3.9% 4 3.6%

教育・文化 10 9.7% 1 9 36.0% 1 1 1.3% 10 9.1% 1

公害・自然環境保全 3 2.9% 3 12.0% 3 2.7%

情報処理 1 1.0% 1 1.3% 1 0.9%

国際交流 1 1.0% 1 4.0% 1 0.9%

その他 12 11.7% 1 2 8.0% 10 13.0% 1 12 10.9% 1

合　　計 103 100.0% 25 92.0% △ 2 77 100.0% 1 1 100.0% 1 7 100.0% △ 1 110 100.0% △ 1

構成比 前年比 法人数 構成比 前年比法人数 構成比 前年比 法人数
前年比

業務分野

            第三セクター計 地方三公社 合計

法人数 構成比 前年比
社団法人・財団法人 会社法法人 地方独立行政法人

法人数 構成比 前年比
法人
数

構成
比

 ① 第三セクター等の業務分野は「観光・レジャー関係」が最も多く２６法人（２３．６％）、 

次いで「農林水産関係」が２４法人（２１．８％）となっており、２分野で全体の４５.４％ 

にあたります。 

 

② 社団法人・財団法人では、「教育・文化関係」が最も多く９法人、次いで「公害・自然環境 

保全関係」が３法人となっています。 

 

③ 会社法法人では、「観光・レジャー関係」が２４法人、次いで「農林水産関係」が２２法人 

となっています。 
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３ 第三セクターによる公の施設の管理運営状況 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆法人数(業務分野別)

地域・都市開発 5 1 20.0% 5 1 20.0%

住宅・都市サービス

観光・レジャー 26 21 80.8% 2 1 50.0% 24 20 83.3%

農林水産 24 18 75.0% 2 2 100.0% 22 16 72.7%

商工 13 7 53.8% 2 11 7 63.6%

社会福祉・保健医療 3 2 66.7% 2 2 100.0% 1

生活衛生 1 1 100.0% 1 1 100.0%

運輸・道路 4 1 25.0% 1 1 100.0% 3

教育・文化 10 8 80.0% 9 7 77.8% 1 1 100.0%

公害・自然環境保全 3 3

情報処理 1 1

国際交流 1 1 100.0% 1 1 100.0%

その他 12 3 25.0% 2 1 50.0% 10 2 20.0%

合　　計 103 63 61.2% 25 16 64.0% 77 47 61.0% 1

指定管理者
たる法人数

構成比

            第三セクター計

法人数構成比

業務分野 社団法人・財団法人

構成比

指定管理者
たる法人数

法人数
法人数 法人数

会社法法人
構成比 指定管理者

たる法人数
指定管理者
たる法人数

地方独立行政法人

① 第三セクター（社団法人・財団法人、会社法法人、地方独立行政法人）で、指定管理者とし

て公の施設の管理運営を行っている法人は６３法人あり、第三セクター全体の６１．２％にあ

たります。 

 

② 法人区分別にみると、社団法人・財団法人については１６法人、会社法法人については４７

法人となっています。 
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Ⅱ 第三セクター等の経営状況  

 １ 経常損益の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆経常損益の状況

地域・都市開発 9 2 22.2% 2 22.2% 2 22.2% 5 55.6% 4 44.4% 5 55.6%

住宅・都市サービス

観光・レジャー 24 18 75.0% 6 25.0% 2 8.3% 18 75.0% 4 16.7% 18 75.0% 6 25.0%

農林水産 23 16 69.6% 7 30.4% 2 8.7% 16 69.6% 5 21.7% 16 69.6% 7 30.4%

商工 12 9 75.0% 3 25.0% 2 16.7% 9 75.0% 1 8.3% 9 75.0% 3 25.0%

 社会福祉・保健医療 3 2 66.7% 1 33.3% 1 33.3% 1 33.3% 1 33.3% 2 66.7% 1 33.3%

生活衛生 1 1 100.0% 1 100.0% 1 100.0%

運輸・道路 4 1 25.0% 3 75.0% 1 25.0% 3 75.0% 1 25.0% 3 75.0%

教育・文化 10 6 60.0% 4 40.0% 5 50.0% 4 40.0% 1 10.0% 6 60.0% 4 40.0%

 公害・自然環境保全 2 2 100.0% 2 100.0% 2 100.0%

情報処理 1 1 100.0% 1 100.0% 1 100.0%

国際交流 1 1 100.0% 1 100.0% 1 100.0%

その他 7 6 85.7% 1 14.3% 2 28.6% 4 57.1% 1 14.3% 6 85.7% 1 14.3%

合　　計 97 64 66.0% 26 26.8% 12 12.4% 12 12.4% 51 52.6% 14 14.4% 1 1.0% 2 2.1% 5 5.2% 66 68.0% 31 32.0%

※　左側の数値が平成29年度法人数、右側の数値が各業務分野における全体法人数に占める割合

赤字

業務分野

調査
対象
法人
数 赤字

合計

赤字黒字

社団法人・財団法人 会社法法人 地方独立行政法人
地方三公社

　　第三セクター計

黒字 赤字 黒字 赤字 黒字黒字 赤字 黒字

① 第三セクター等のうち、地方公共団体の出資割合が２５.０％以上の社団法人・財団法人及

び会社法法人、出資割合が２５％未満であるものの財政的支援（補助金、貸付金及び損失補償）

を受けている社団法人・財団法人及び会社法法人、地方三公社の９７法人を調査対象としてい

ます。 

 

② 調査対象法人（９７法人）のうち、６６法人（６８.０％）が黒字で３１法人（３２.０％）

が赤字となっています。 

 

③ 法人区分別にみると、次のとおりとなっています。 

・社団法人・財団法人：黒字１２法人（５０.０％）、赤字１２法人（５０.０％） 

・会社法法人    ：黒字５１法人（７８．５％）、赤字１４法人（２１.５％） 

・地方独立法人   ：黒字１法人（１００.０％） 

・地方三公社    ：黒字２法人（２８.６％）、赤字５法人（７１．４％） 
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２ 純資産又は正味財産の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆純資産または正味財産の状況

地域・都市開発 9 2 22.2% 2 22.2% 7 77.8% 9 100.0%

住宅・都市サービス

観光・レジャー 24 20 83.3% 4 16.7% 2 8.3% 18 75.0% 4 16.7% 20 83.3% 4 16.7%

農林水産 23 22 95.7% 1 4.3% 2 8.7% 20 87.0% 1 4.3% 22 95.7% 1 4.3%

商工 12 12 100.0% 2 16.7% 10 83.3% 12 100.0%

社会福祉・保健医療 3 3 100.0% 2 66.7% 1 33.3% 3 100.0%

生活衛生 1 1 100.0% 1 100.0% 1 100.0%

運輸・道路 4 3 75.0% 1 25.0% 1 25.0% 2 50.0% 1 25.0% 3 75.0% 1 25.0%

教育・文化 10 10 100.0% 9 90.0% 1 10.0% 10 100.0%

公害・自然環境保全 2 2 100.0% 2 100.0% 2 100.0%

情報処理 1 1 100.0% 1 100.0% 1 100.0%

国際交流 1 1 100.0% 1 100.0% 1 100.0%

その他 7 7 100.0% 2 28.6% 5 71.4% 7 100.0%

合　　計 97 84 86.6% 6 6.2% 24 24.7% 59 60.8% 6 6.2% 1 1.0% 7 7.2% 91 93.8% 6 6.2%

※　左側の数値が平成29年度法人数、右側の数値が各業務分野における全体法人数に占める割合

債務超過

業務分野

調査
対象
法人
数 債務超過

合計

債務超過資産超過

社団法人・財団法人 会社法法人 地方独立行政法人
地方三公社

　　第三セクター計

資産超過 債務超過 資産超過 債務超過 資産超過資産超過 債務超過 資産超過

① 調査対象法人（９７法人）のうち、社団法人・財団法人については２４法人全てが資産超過、

会社法法人については５９法人が資産超過で６法人が債務超過、地方独立行政法人については

１法人が資産超過、地方三公社については７法人全てが資産超過となっています。また、債務

超過の法人は全体の約６％を占めています。 

 

② 債務超過である法人数が前年度から１法人増加となっています。２９年度、債務超過であっ

た６法人は、以下のとおりです。 

□Ｈ２９年度債務超過法人 

・人吉市：くま川下り 

・阿蘇市：東阿蘇観光開発 

・天草市：くらたけ（２９年度から債務超過法人） 

・産山村：うぶやま 

・山都町：虹の通潤館、そよ風遊学協会 
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３ 財政的支援の状況 

（１） 地方公共団体からの補助金交付状況 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆補助金交付状況

地域・都市開発 9

住宅・都市サービス

観光・レジャー 24 3 12.5% 1 4.2% 2 8.3% 3 12.5%

農林水産 23 3 13.0% 3 13.0% 3 13.0%

商工 12 3 25.0% 1 8.3% 2 16.7% 3 25.0%

社会福祉・保健医療 3

生活衛生 1 1 100.0% 1 100.0% 1 100.0%

運輸・道路 4 1 25.0% 1 25.0% 1 25.0%

教育・文化 10 6 60.0% 6 60.0% 6 60.0%

公害・自然環境保全 2 1 50.0% 1 50.0% 1 50.0%

情報処理 1

国際交流 1

その他 7

合　　計 97 18 18.6% 10 10.3% 8 8.2% 18 18.6%

業務分野
調査対象
法人数

社団法人
・

財団法人

交付法人数

　　第三セクター計

交付法人数 交付法人数 交付法人数交付法人数

会社法法人
地方独立
行政法人

地方三公社 合計

交付法人数

① 調査対象法人（９７法人）のうち、地方公共団体から補助金を交付されている法人は、１８

法人となっており、前年度から４法人減少しています。 

 

② 法人区分別にみると、社団法人・財団法人が１０法人（５５.６％）、会社法法人が８法人（４

４.４％）となっています。 
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（２） 地方公共団体からの借入金状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆借入金の状況

地域・都市開発 9 2 22.2% 2 22.2%

住宅・都市サービス

観光・レジャー 24 4 16.7% 4 16.7% 4 16.7%

農林水産 23 1 4.3% 1 4.3% 1 4.3%

商工 12

社会福祉・保健医療 3 1 33.3% 1 33.3% 1 33.3%

生活衛生 1

運輸・道路 4

教育・文化 10

公害・自然環境保全 2

情報処理 1

国際交流 1

その他 7

合　　計 97 6 6.2% 5 5.2% 1 1.0% 2 2.1% 8 8.2%

合計

長期短期

社団法人・財団法人 会社法法人 地方独立行政法人
地方三公社

　　第三セクター計

短期 長期 短期 長期 短期短期 長期 短期 長期

業務分野

調査
対象
法人
数 長期

① 調査対象法人（９７法人）のうち、地方公共団体からの借入金を有する法人は、８法人とな 

っており、前年度より２法人減少しています。 

 

② 法人区分別にみると、会社法法人が５法人（６２.５％）、地方独立行政法人が１法人（１２.

５％）、地方三公社が２法人（２５.０％）となっています。 
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（３） 損失補償・債務保証の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆損失補償・債務保証の状況

地域・都市開発 9 2 22.2% 2 22.2%

住宅・都市サービス

観光・レジャー 24

農林水産 23

商工 12

社会福祉・保健医療 3

生活衛生 1

運輸・道路 4 1 25.0% 1 25.0% 1 25.0%

教育・文化 10

公害・自然環境保全 2

情報処理 1

国際交流 1

その他 7

合　　計 97 1 1.0% 1 1.0% 2 2.1% 3 3.1%

業務分野
調査対

象
法人数

社団法人
・

財団法人

損失補償
債務保証

　　第三セクター計

損失補償 損失補償 債務保証損失補償

会社法法人
地方独立
行政法人

地方三公社 合計

損失補償

① 調査対象法人（９７法人）のうち、金融機関からの借入れに関して、地方公共団体が金融機

関等と締結している損失補償契約及び債務保証契約に係る債務残高を有する法人は、３法人と

なっており、前年度と同数となっています。 

 

② 法人区分別にみると、会社法法人が１法人（３３.３％）、地方三公社が２法人（６６.７％）

となっています。 
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Ⅲ 第三セクター等について地方公共団体が有する財政的リスクの状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆財政的リスクの状況

法人数 構成比 法人数 構成比 法人数 構成比 法人数 構成比 法人数 構成比

12 80.0% 7 100.0% 6 85.7%

社団法人・財団法人 1 6.7% 1 14.3%

会社法法人 11 73.3% 7 100.0% 5 71.4%

地方独立行政法人

3 20.0% 1 14.3%

地方住宅供給公社

地方道路公社

土地開発公社 3 20.0% 1 14.3%

15 100.0% 7 100.0% 7 100.0%

※複数回答のため、全体数とⅠ～Ⅳの合計は一致しない。

Ⅰ
債務超過法人

Ⅱ
土地開発公社のうち、債務
保証等の対象となっている
保有期間が5年以上の土地
の簿価総額が、当該地方
公共団体の標準財政規模

の10％以上の公社

Ⅲ
当該地方公共団体の標準
財政規模に対する損失補

償、債務保証及び短期貸付
金の額の割合が、実質赤
字比率の早期健全化基準

相当以上の法人

Ⅳ
経常赤字又は当期正味財
産額が減少している法人

地方三公社

合　　計

第三セクター

法人分類
全体

① 第三セクター等のうち、地方公共団体が損失補償・債務保証、貸付（長期・短期）を行って

いる法人又は債務超過法人のうち地方公共団体の出資割合が２５％以上の法人は、１５法人と

なっています。 

 

② 地方公共団体が損失補償・債務保証、貸付（長期・短期）を行っている法人は１１法人とな

っており、前年度と同数となっています。 

  □新規借入法人 

   ・熊本市：熊本市学校給食会 

  □借入解消法人 

   ・八代市：八代市土地開発公社 

 ③ 法人区分別にみると、公益財団法人が１法人、会社法法人が７法人、土地開発公社が３法人

となっています。 

 

 ④ 債務超過法人のうち地方公共団体の出資割合が２５％以上の法人は７法人となっています。

（２９年度決算分から追加された調査項目） 

□該当法人 

 ・人吉市：くま川下り 

 ・阿蘇市：東阿蘇観光開発 

 ・天草市：くらたけ、天長フェリー 

 ・産山村：うぶやま 

 ・山都町：虹の通潤館、そよ風遊学協会 

 

⑤ 法人区分別にみると、すべて会社法法人となっています。 


